
平成２３年度　政府予算案（大阪府住宅まちづくり部関係）の決定内容
平成23年2月21日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
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	１．公的賃貸住宅の一元的な政策運用

· 大都市圏地域やニュータウン区域に限定して、公的賃貸住宅の活用方針を一元的に地方公共団体が決定し、公的賃貸住宅の各保有主体はこの方針に沿った管理・運営を行うことを義務付けする制度の整備を図られたい。
	· 予算項目以外の状況

○ 平成22年3月、同内容について、構造改革特区臨時提案。

○ 平成22年6月、国より、
「公的賃貸住宅の活用方針について、地方公共団体の要望を踏まえた適切な管理・運営、国民負担を生じさせないという観点を含め、大阪府と速やかに協議し、平成22年度中に結論を得る。」
との回答。
○ 現在、国、UR都市機構、堺市、府の参加する「公的賃貸住宅の一元的な政策運用に係る検討会」において、検討中。

	

	２．公営住宅に係る制度の拡充

(1) 地方裁量の拡大等による地域実情に応じた施策展開の推進
	◆  予算項目以外の状況
○ 平成22年3月、同内容について、構造改革特区臨時提案。

○ 平成22年6月、国より、

「建替事業の対象になる公営住宅居住者に、建替後の公営住宅への入居を保障した上で明渡請求が可能となる建替事業の範囲拡大について、平成22年度中に結論を得る。」
との回答。
○ あわせて、
「建替後の公営住宅への再入居の保障、家賃の激変緩和、仮住居の保障等の措置を講じられない用途廃止事業について、公営住宅法上、明渡請求権を付与することを借地借家法の特例として認めることは困難」との回答。今後も引き続き要望を実施。

	

	· 非現地建替えや従前入居戸数での建替えについて、明渡し請求を可能とする、制度の整備
	
	

	· 耐震性の低い公営住宅や、需要の低い公営住宅の用途廃止について、入居者の居住の安定を図った上で住棟単位での明渡し請求を可能とする、制度の拡充
	
	

	· ＰＦＩ法手法による現地での従前管理戸数以上の建替えについて、明渡し請求を可能とする、制度の整備
	
	

	· 公営住宅の近傍同種家賃の算定方法の見直し
	「全国公営住宅等推進協議会」をはじめ、あらゆる機会を捉え、今後も引き続き、市場家賃を的確に反映できる制度を要望。

	

	(2)　耐震化の促進

· 社会資本整備総合交付金における、耐震診断・改修に伴う事業費に対する交付率の引上げ

	「全国公営住宅等推進協議会」、「全国住環境整備事業推進協議会」等、あらゆる機会を捉え、今後も引き続き、要望を実施。

	

	(3) 税制改正への対応

· 所得税法の改正に伴い懸念される、子育て世帯の家賃・収入分位上昇などの負担増加への配慮
	· 予算項目以外の状況
· 平成22年12月、公営住宅法施行令の一部を改正する政令により、子ども手当ての創設及び高校無償化と一体として行われた所得税法の控除の引き下げについて、公営住宅制度における人的控除の見直しを実施。（税制改正に伴う影響が及ばないよう措置）

	

	３．住宅・建築物の耐震化の促進
· 住宅・建築物安全ストック形成事業における、耐震改修に係る建物要件の撤廃及び補助率の引き上げ


	· 概算要求の状況　国土交通省
○ 住宅・建築物安全ストック形成事業
（全・国）70億円（（H22）27億円）



	○ 住宅・建築物安全ストック形成事業
（全・国）10億円
· 耐震改修に係る補助率の引上げ（国と地方で15.2%→23％）等の時限的な措置を延長（H24年度まで）
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	· 社会資本整備総合交付金における、耐震診断・改修の事業費に対する交付率の引き上げ

	◆　概算要求の状況　国土交通省
· 社会資本整備総合交付金
（全・国）2兆2,000億円

（（H22）2兆2,000億円）
	○　社会資本整備総合交付金
（全・国）１兆7,539億円


	

	４．バリアフリー法の目標達成に向けた支援措置

· 交通施設バリアフリー化設備等整備費補助の、バリアフリー法で定められている目標期限（平成22年）以降の継続
	· 概算要求の状況　国土交通省
· 地域公共交通確保維持改善事業

（全・国）453億円の内数

	· 地域公共交通確保維持改善事業
（全・国）305億円の内数

	

	· 交通施設バリアフリー化設備等整備費補助等に関する地方公共団体及び鉄道事業者の負担軽減。

	· 
	
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
概算要求が行われていた「住宅・建築物安全ストック形成事業」の拡充内容について、H22年度補正予算限りで、60億円の予算措置。


【H22年度補正予算の概要】


住宅の耐震化に係る従来の補助に加え、30万円／戸を追加で補助。


緊急に耐震化が必要な建築物等へ国が直接支援


（診断200万円／棟、改修1/6補助）





地域自主戦略交付金（仮称）の創設に伴い、社会資本整備総合交付金から3,760 億円を移行





交通施設バリアフリー化設備等整備費補助（耐震補強事業を除く）に係る施策については、新たに創設される「地域公共交通確保維持改善事業」において支援
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